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目 次 

 

Ⅰ 港南区地域力アップ補助金の概要 
 

１ 目 的                                
港南区内の地区連合町内会と地区社会福祉協議会が連携し、地域の様々な課題解決に

向けた自主的な取組や地域の新しい魅力創出の取組の企画・運営、気軽に参加できる新

しい取組への挑戦、これらを広く周知する広報活動を支援することを目的とする。 

 

２ 補助制度の内容について  
 

（１） 申請団体・補助率・補助限度額について  
 
 

ア 申請団体 

申請にあたっては、地区連合町内会と地区社会福祉協議会との連携が必要と 

なり、地区連合町内会 または 地区社会福祉協議会 からの申請をお受けします。 

また、両者連名による申請も可とします。 

 

イ 補助率 

補助対象経費の 10 分の９となります。 

残り 10 分の 1 以上は自己資金をご負担いただきます。 
 

ウ 補助限度額 

1 エリアあたり 20万円 となります。 

なお、地区連合町内会及び地区社会福祉協議会から申請いただけますが、1 エリア

あたり１申請 とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度から補助限度額に一部変更があります！ 

 

今年度から、補助対象となる取組に「新たな担い手の発掘※」を追加しました。 

地域活動に青少年等新たな担い手を取り込む事業に対しては、従来の補助限度額12万

円に８万円を加えた20万円が補助限度額となります。 

 

「新たな担い手の発掘」を補助事業の目的の１つとして申請した場合 

１エリアあたり12万円 → １エリアあたり20万円 

※ 新たな担い手とは、今まで地域活動に関わっていなかった人たちを指します。 

※ 具体的な申請方法に関しては、６ページ、11～14ページをご参照ください。 
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（２） 補助対象となる取組  

地区連合町内会と地区社会福祉協議会の連携を核とした２つ以上の主体が連携して行

う事業が前提として以下の取組を対象とします。 

【対象となる取組】       →  【こんなことをやりたい の例】  

 ア 地域の課題解決に向けた取組   → 地域の意見をまとめる場を開きたい 

 イ 地域の新しい魅力づくり   → 住んでいる街に愛着を持つ人を増やしたい  

 ウ 気軽に参加できる新しい取組 → 地域行事初心者も参加しやすい行事を始めたい 

エ 広報・情報共有       → 上記の取組を知らせたい 

オ 新たな担い手の発掘     → 地域活動に青少年など新たな担い手を取り込みたい 

※ 例年実施している事業等であっても、新たな取組・要素を追加する場合は対象とな

ります。 
 

（３） 補助対象となる経費と対象外となる経費  
 

費目 内容 対象外となるものの例 

謝金 講師・指導者・主演者等補助対象団

体構成員以外の者に対する謝金。 

交通費・宿泊費を含み、社会通念上

適正な額の範囲内とする。 

団体構成員に対するもの 

食糧費 開催協議等のための会議用茶菓代 

ただし、必要最低限とすること 

弁当等個人対象のものについて

は、本人負担とする 

使用料 会場および機材等の使用料・賃借料  

印刷費 活動広報用印刷物（チラシ・ポスタ

ー） 

事業報告書 

 

保険料 事業実施にかかる活動保険料  

消耗品費 活動に伴う事務用品等 

原則として対象年度内に使い切るも

の 

複数年度使用可能な備品（送料、

消費税などを含めた取得費用が 

単価あたり１０万円以上のもの） 

参加者のための材料費 

通信運搬

費 

活動・周知にかかる郵送代 データ通信料等回線使用料 

委託料 補助対象団体では実施困難な専門業

務の委託 

 ・会場設営 ・研修指導 

 ・機材運搬 ・調査・研究 等 

事業・活動自体の運営委託費 

その他 区長が特に認めた経費  

※ 「地域活動推進費」「地域防犯灯維持管理費補助金」「町の防災組織活動費補助金」 

「地域で育て子どもたち事業補助金」等の他の補助金の補助対象経費は対象となりません。  

※ 消耗品・備品の基準は横浜市物品規則を基準としています。 
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３ 手続きの流れ  
 

 

交 

付 

申 

請 

交 

付 

決 

定 

交     

付  

交 

付 

請 

求 

確 
定 

通 

知 
実 

績 

報 

告 

余
剰
金
返
還 

申請手続期間 

4月１日～９月30日まで（必着） 
活動終了後30日以内 

最終期限 年度末日 

申請から交付まで約2か月 
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（１） 交付申請＜申請者＞から＜区役所＞へ   

交付申請書（第１号様式）に必要事項を記載して、下記書類を添付して提出してくだ
さい。 

・ 事業計画書（第２号様式） 

・ 収支予算書（第３号様式） 

・ 申請団体の規約、定款その他これらに類する書類 

・ 連携する団体一覧（第４号様式） 

・ 港南区地域力アップ補助金 ご担当者連絡先記入シート 

提出期限 ：令和６年 ９ 月30 日（月）まで（必着） 

※ 申込みが多い場合、期限より早く募集を締切ることがあります。 

提出先  ：港南区地域振興課地域力推進担当 

※ 書類に不備等があったときには、再提出していただく場合があります。 

訂正印による修正はできません。 

詳しくは６ページをご覧ください 

（２） 交付決定＜区役所＞から＜申請者＞へ  

交付申請書及び添付書類を審査し、適正な場合には、地域力推進担当から交付決定通

知書（第５号様式）を送付します。 

（３） 交付請求＜申請者＞から＜区役所＞へ  

交付決定通知書を受け取った後、交付請求書（第 ９ 号様式）を地域力推進担当に提出

してください。受理後、指定の口座へ補助金を振り込みます。 

詳しくは７ページをご覧ください 

（４） 活動実績報告＜申請者＞から＜区役所＞へ   

補助対象の活動終了後 30 日以内（年間の活動の場合は令和７年３月31日（月）ま

で）に、実績報告書兼精算書（第10号様式）に必要事項を記載して、下記書類を添付し

て地域力推進担当へ提出してください。 

ア 事業報告書（第11号様式） 

イ 収支決算書（第12 号様式） 

ウ 領収書等経費の支出を証する書類の写し（１件の金額が10 万円以上のもの） 

 

※ 提出期限に間に合わない場合などについては、事前にご相談ください。 

詳しくは８ページをご覧ください 

（５） 確定通知＜区役所＞から＜申請者＞へ  

実績報告書及び添付書類を審査し、補助金の額を確定し、地域力推進担当から補助金

額確定通知書（第13 号様式）を送付します。 

（６） 余剰金返還  

補助金に余剰金があると認められた場合は、返還していただきます。 

※ 余剰金が発生しそうな場合は、早めにご相談ください。 
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４ その他  

補助金の交付を受けて実施した活動に関する書類（会計帳簿 や 領収書 など）は、年

度毎に整理して５年間大切に保管してください。この間、区役所から求められた場合に提

示できるようにしておいてください。 

 
区役所に提出した書類について、市民の方から情報公開請求があった場合、個人情報等

の非開示となる部分を除いて、公開することとなります。 

 
 

５ 申請先・お問い合わせ  

お問い合わせ先：港南区役所地域振興課地域力推進担当（区役所５階 5４ 番） 

住 所：〒233-0003 港南区港南四丁目2-10 

電 話：０４５－８４７－８３８３ 

ＦＡＸ：０４５－８４２－８１９３ 

メール：  kn-chiiki@city.yokohama.jp 

  

電子申請が利用できます！ 

 

【電子申請の方法】 

 

1. Google等検索サイトで「横浜市 電子申請」で検索し、「横浜市電子申請・届

出システム」にアクセス。 

 

2. トップページの【申請できる手続き一覧】の「個人向け手続き」をクリック。 

   

3. キーワード検索で「港南区 補助金」で検索、「港南区地域力アップ補助金申請

【仮申請】」を選択。 

 

【参考】横浜市電子申請URL: 

https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/portal/home 

 

※事前の利用者登録が必要です。 

※電子申請で仮申請を受け付け、区担当者が内容を確認した後に申請受付とします。 

 

 

 

 

 

 

 

https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/portal/home
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Ⅱ 交付申請のしかた 
 

１ 申請書の提出  

補助金の交付を希望する地区連合町内会及び地区社会福祉協議会は、後述する補助金

の交付申請に必要な書類を港南区役所地域力推進担当へ提出してください。 

２ 必要書類  
 

（１） 交付申請書（第１号様式）  

団体名、所在地、代表者名、補助事業等の目的及び概要、補助申請額を記載します。押

印は不要です。 

なお、補助申請金額は訂正できませんので、書き損じた場合や金額が異なる場合は、再

提出していただくこととなりますので、御了承ください。 

１１ページの記入例をご参照ください 

（２） 事業計画書（第２号様式）  

「事業の目的」、「事業の概要」、「実施場所又は地域」、「活動内容」、「実施期

間」を記載してください。 

１２ページの記入例をご参照ください 

（３） 収支予算書（第３号様式）  

事業計画書に記載した活動に要する予算額（収入及び支出）を項目ごとに記載してく 

ださい。 

１３ページの記入例をご参照ください 

（４） 申請団体の規約、定款その他これらに類する書類  

団体の活動目的や活動内容、役員、会費、会計等について規定するものを御提出くだ

さい。なお、申請団体の総会資料で代用が可能です。 

（５） 連携する団体一覧（第４号様式）                              

地区連 合町内会と地区社会福祉協議会を含む２つ以上の主体が連携して行う事業が補助

対象の前提となります ので、申請団体と他の団体の連携状況がわかる書類として、連携

している団体（連合・地区社協及び地域の活動団体）の団体名を記入してください。地

区連合町内会が申請する場合は地区社会福祉協議会との連携、地区社会福祉協議会が申請

する場合は地区連合町内会との連携が必要となりますので、必ず記載いただくようお願

いいたします。 

１４ページの記入例をご参照ください 

（６） 港南区地域力アップ補助金 ご担当者連絡先記入シート  

いただいた個人情報は本補助金にかかる手続き以外での使用はいたしません。 
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Ⅲ 交付請求のしかた 
 

１ 補助金の請求  

交付申請書（添付書類含む）を受理した後、申請額に誤りがないか等を確認します。申

請が適正な場合、交付決定通知書（第５号様式）を交付しますので、通知を受け取ったら、

交付請求書（第９号様式）に交付決定通知書の写しを添えて港南区役所地域力推進担当に

提出してください。 

２ 必要書類  
 

（１） 交付請求書（第 ９ 号様式）  

ア 団体名、所在地、代表者名を記載し、代表者印を押印します。 

自署を問わず押印が必要です。 

イ 請求金額欄には、交付決定通知書に記載されている金額を記入します。 

ウ 口座名義人が代表者と異なる場合は、委任に関する記載及び押印が必要です。 

エ フリガナは正しく記入してください。 

※ ご指定できる振込先は１つとなりますので、連名で申請いただいた場合は両者協議の

うえ、ご指定下さい。 

１５ページの記入例をご参照ください 
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Ⅳ 実績報告のしかた 
 

１ 活動実績の報告  

地域力アップ補助金の交付を受けた団体は、当該年度の活動実績についての報告が必要

となります。 

後述する必要書類一式を 活動終了後 30 日以内（年間の活動の場合は令和７年３月31

日（月）まで）に港南区役所地域力推進担当へ提出してください。 

なお、地域力アップ補助金は、事業終了後に実績報告書兼精算書を区役所へ提出するこ

とが交付条件の一つです。実績報告書兼精算書の提出がなされない場合、補助金を全額返還

していただくことがあります。必ず実績報告書兼精算書を提出してください。 

※ 提出期限に間に合わない場合などについては、ご相談ください。 
 

 

２ 必要書類  
 

（１） 実績報告書兼精算書（第10号様式）  

団体名、所在地、代表者名を記載してください。自署を問わず押印が必要です。 

「補助金交付決定額」「受領年月日」「補助金執行額」「差額」をそれぞれ記入してください。 

１７ページの記入例をご参照ください 

（２） 事業報告書（第11号様式）  

事業実施期間を記載してください。 

活動内容については「どのような活動をしたか」等、具体的に記載してください。 

１８ページの記入例をご参照ください 

（３）  収支決算書（第12号様式）  

事業報告書に記載した活動に要した費用の決算額（収入及び支出）と内訳を記載して

ください。 

１９ページの記入例をご参照ください 

（４）  領収書等  

補助対象経費の支出で、1 件の金額が 10 万円以上のものがあった場合には、その領収 

書やその他支出を証する書類またはその写し（公共料金の支出に係るものを除く）を提出 

してください。 

※ 連名での申請の場合、領収書の宛先は、どちらか一方でも可とします。 

※ 提出は1件10万円以上の契約ですが、領収書類は5年間保管しておいてください。 
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Ⅴ 事業計画の変更のしかた 
 

１ 事業計画変更について  

交付申請後に事業計画を変更する場合、届け出が必要です。 

変更が生じた場合、速やかに港南区役所地域力推進担当に相談し、必要書類を提出して

ください。 

 

 
  

 

２ 必要書類  
 

（１） 事業計画変更申請書（第7号様式）  

団体名、所在地、代表者名を記載してください。押印は不要です。 

「変更内容（変更前・変更後）」「変更時期」「変更理由」をそれぞれ記入してください。 

 

  変更内容によっては、別途添付書類が必要になります。 

１６ページの記入例をご参照ください 
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＜記載例＞ 

 

＜交付申請＞ 

交付申請書（第１号様式）  

事業計画書（第 2 号様式） 

収支予算書（第 3 号様式） 

連携する団体一覧（第 4 号様式） 

＜交付請求＞ 

交付請求書（第９号様式） 

＜実績報告・精算＞ 

実績報告書兼精算書（第 10 号様式） 

事業報告書（第11号様式）  

収支決算書（第12号様式） 

＜変更＞ 

事業計画変更申請書（第7号様式） 
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第１号様式（第６条） 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横浜市港南区長 

申請者 団 体 名 ○○連合町内会 

所 在 地 港南区港南四丁目２－１０ 

代表者名 港南 太郎 

 

港南区地域力アップ補助金交付申請書 
 

港南区地域力アップ補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。なお、補

助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30日横

浜市規則第139号）及び港南区地域力アップ補助金交付要綱を遵守します。 

 

１ 補助事業について 

（１） 目的 

■ 地域の課題解決にむけた取組 

□ 地域の新しい魅力づくり 

□ 気軽に参加できる新しい取組 

■ 広報・情報共有 

■ 新たな担い手の発掘 

（２）概要 

    防災減災見守り支えあいをテーマにした地域の意見交換の場を設ける 

    上記取組についての広報、報告書の作成を行う。 

詳細は第２号様式のとおり 

２ 交付申請額 

￥ 200，000 ．－ 

 

３ 添付書類 

(1) 事業計画書（第２号様式） 

(2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) 申請団体の規約、定款その他これらに類する書類 

(4) 連携する団体一覧（第４号様式） 

（注意） 

申請者欄は、代表者氏名記載とし、押印不要。 

※ 申請は９月30日（月）まで（必着） 

※ 押印不要です。 

注意 

目的の「新たな担い手の発掘」に 

✓がある場合は200,000 

✓がない場合は120,000 

が申請額の上限です 
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第２号様式（第６条） 

 

事 業 計 画 書 

 

事業の目的 
※□にチェック下さ

い。 

（複数選択可） 

■ 地域の課題解決にむけた取組 

□ 地域の新しい魅力づくり 

□ 気軽に参加できる新しい取組 

■ 広報・情報共有 

■ 新たな担い手の発掘 

事業の概要 

 
○○連合町内会及び○○地区社会福祉協議会で地域課題解決に向け

「防災・減災」「見守り・支えあい」をテーマに地域住民が参加し協

議する場を開催するほか、話し合った内容について記載した広報物を

作成します。 

実施場所又は地域 ○○地区 

活 動 内 容 

 

※ 次年度以降の

展望を含む 

○意見交換会の開催 

・６月と１月に開催。１回は小学生にも参加してもらう。 

・意見交換会実行委員会を月１回程度開催。 

○広報紙の作成 

・意見交換会実行委員会の中で紙面の内容を検討。 

・イラストだけ担当する「イラスト描き隊」を新設募集。 

・１月の意見交換会開催後に作成・印刷し、全戸配布する。 

○防災・見守りマップの作成 

・マップ作成のための会議を月１回程度開催。 

・年内にマップを作成・印刷し、全戸配布するとともに１月の意見交換

会で共有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 期 間 令和６年４月１日 から 令和７年３月31日 まで 

注意 

「地域の新しい魅力づくり」、 

「気軽に参加できる新しい取り組み」に

✓する場合は、何が新しいのか分かるよ

う、活動内容に記入してください。 

 

「新たな担い手の発掘」に✓する場合

は、新たな担い手の発掘の内容が具体的

に分かるよう、活動内容に記入してくだ

さい。 

 

「新たな担い手の発掘」の内容（例） 

・意見交換会や各種会議に、新たに学生に加わってもらう。 

・新たに子どもスタッフを募集し、企画や運営をしてもらう。 

・「短時間スタッフ」「●●だけ手伝い」など小さな役割を新設し、多忙な世代にも担い

手を広げる。 
※単に募集するだけなく、新たな担い手発掘ができるよう、工夫して活動してください。 
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第３号様式（第６条） 

 

 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入額  250,000 円 

２ 支出額  250,000 円 

３ 内 訳 

(1) 収入 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

港南区地域力アップ

補助金 

200,000  

〇〇地区連合から 50,000  

合 計 250,000  

(2) 支出 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

謝金   

食糧費 34,000 

 

意見交換会費用 

お茶代100円×60人２回 

お菓子代5000円×２回 

実行委員会費用 

お茶代100円×10人×12回 

使用料 8,000 意見交換会会場借上げ費 

印刷費 202,000 広報紙印刷代2,000円 

マップ印刷代200,000円 

保険料   

消耗品費 6,000 コピー用紙代など 

通信運搬費   

委託料   

その他   

合 計 250,000  
 

（注意） 

説明欄には積算、内訳や具体的な内容等を記入してください。 

 

注意 

「新たな担い手の発掘」に✓がない場

合は120,000が上限です。 
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第４号様式（第６条） 

 

連携する団体一覧 

 

 

団  体  名 

○○地区各種委嘱団体 
 

 

○○地区シルバー連合会 
 

 

食生活等改善推進員会 
 

 

○○小学校防災拠点運営委員会 
 

 

○○小学校、○○中学校、商店 など 
 

 

○○の会 
 

 

○○地域ケアプラザ 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注意） 

申請にあたっては、連合自治会町内会は地区社会福祉協議会、地区社会福祉協議会は連合自治会町内会との連携が必須となります。 
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第９号様式（第10条第1項） 

令和  年  月  日 

横浜市港南区長 

 

請求者 団 体 名 ○○連合町内会 

所 在 地 港南区港南四丁目２－１０ 

代表者名 港南 太郎         ㊞   

 

 

港南区地域力アップ補助金交付請求書 
 
 

令和◆◆年◆◆月◆◆日港南政第〇〇号により交付決定通知のありました港南区地域力アッ

プ補助金について、次のとおり請求します。 
 

請求金額  

￥ ２００，０００．－ 
 
（振込先） 

(フリガナ) ○○レンゴウチョウナイカイ  カイケイ コウナン ハナコ 

口座名義 ○○連合町内会 会計 港南 花子 

金融機関 
港南 

 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

港南中央 
 

支店 

預金種別 普通 ・ 当座 口座番号 １２３４５６７ 
 

 

（代表者名と口座名義が異なる場合は、記名・押印してください。） 

  港南区地域力アップ補助金を上記口座にお振り込みください。 

 

      代表者氏名 港南 太郎      ○印   
 

 
 

※ 交付請求書は自署・記名問わず必ず 

押印が必要ですので、ご注意ください。 

※ 交付申請後、区役所から送付された交

付決定通知書に記載された日付と文書番号

を記入してください。 
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第７号様式（第８条第１項） 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横浜市港南区長 

 

申請者 団 体 名 ○○連合町内会 

所 在 地 港南区港南四丁目２－１０ 

代表者名 港南 太郎        

 

 

 

港南区地域力アップ補助金事業計画変更申請書 

 

 

令和  年  月  日港南政第   号をもって交付決定通知のありました港南区地域力

アップ補助金に係る事業計画について、次のとおり変更したいので申請します。 

 

１ 変更の内容 

変更前 変更後 

○○連合町内会及び○○地区社会福祉協議会

で地域課題解決に向け「防災・減災」「見守

り・支えあい」をテーマに地域住民が参加し

協議する場を開催。 

 事業予算￥250，000（補助額 200,000） 

６月・1月意見交換会の中止 

マップ実行委員会開催中止（増刷のみ） 

 

 

 事業予算￥220，000（補助額 198,000） 

２ 変更時期 

令和●年６月～２月 

３ 変更の理由 

緊急事態宣言発令のための中止  

※ 押印不要です。 
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第10号様式（第11条第１項） 

 

令和  年  月  日 

（報告先） 

横浜市港南区長 

 

報告者 団 体 名 ○○連合町内会 

所 在 地 港南区港南四丁目２－１０ 

代表者名 港南 太郎       ㊞     

 

 

港南区地域力アップ補助金実績報告書兼精算書 

 

 

令和●年●月●日港南政第■■号をもって補助金の交付決定通知のありました港南区地域力

アップ補助金に係る補助事業等について、次のとおり報告します。 

 

１ 補助金の執行実績 

(1) 補助金交付決定額    200，000円 

（受領年月日：令和〇年〇月〇 日） 

(2) 補 助 金 執 行 額    200，000円 

(3) 差      額       0円 

 

２ 添付書類 

(1) 事業報告書（第11号様式） 

(2) 収支決算書（第12号様式） 

(3) 領収書等経費の支出を証する書類の写し  

  ■ 該当あり（補助対象経費で、１件の金額が10万円以上の支出） 

□ 該当なし 

  

（注意） 

１ １(3)の差額は(1)補助金交付決定額から(2)補助金執行額を減じた額を記入してください。 

２ 領収書等について、1件10万円未満のものは、添付省略可です。 

※ 実績報告書兼精算書は自署・記名問わず必ず 

押印が必要ですので、ご注意ください。 

※ 受領年月日とは、交付決定

額が振込先の口座に振り込まれ

た日になります。 

 

※ 10万円以上の契約の有無について 

いずれかにチェックを入れてください 
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第11号様式（第11条第２項） 

 

 

事 業 報 告 書 

 

実 施 期 間 令和６年４月１日から 令和７年３月31日まで 

活 動 内 容 

（補助事業等の成果） 

４月 

５月 

 

６月 

 

 

 

７月 

８月 

９月～10月 

 

 

 

12月 

 

 

１月 

 

 

２月 

３月 

 

 

マップ作成会議 マップ作成の進め方、内容の検討 

実行委員会 第１回意見交換会の内容検討 

マップ作成会議 マップ内容検討 

第１回意見交換会 50名参加 

テーマ「防災・減災」「見守り・支えあい」 

自分たちの地域の課題と今後の取組について、子どもも交えて

話し合った。（小学生20人参加） 

実行委員会 意見交換会で出た意見を集約。 

実行委員会 広報紙の紙面内容、配布方法を検討 

「イラスト描き隊」を回覧と掲示で募集し３人応募あり 

マップ作成会議 意見交換会で出た意見を踏まえ、反映 

実行委員会 広報紙の紙面内容検討 

マップ作成会議 マップ作成作業の実施 

実行委員会 第２回意見交換会の内容検討 

マップ作成会議 マップ原稿確定、印刷業者との打合せ 

防災・見守りマップ4,000部納品 

第２回意見交換会開催 60名参加 

防災・見守りマップを共有しながら、自分たちの地域について 

話し合った。 

実行委員会 次年度に向けた話し合いを実施 

広報紙原稿を確定、「イラスト描き隊」によるイラストも掲載。 

防災・見守りマップ5,000部全戸配布 

広報紙5,000部納品、全戸配布 

 

※ 活動内容については、「どのような

活動をしたか」等、具体的に記載してく

ださい。 

「新たな担い手発掘」に✔がある場合

は、その内容も具体的に記載してくださ

い。 

※ 補助対象事業の実施期間を記入 
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第12号様式（第11条第２項） 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入額  255,000円 

２ 支出額  255,000円 

３ 差 引     0円 

４ 内 訳 

(1) 収入 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

港南区地域力アップ補助金 200,000  

〇〇地区連合から 55,000  

合 計 255,000  

(2) 支出 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

謝金   

食糧費 28,000 

 

意見交換会費用 

お茶代100円×50人 

100円×60人 

お菓子代5,000円×２回

実行委員会費用 

お茶代100円×10人×７回 

使用料 8,000 意見交換会会場借上げ費 

印刷費 214,000 

 

広報紙印刷代4,000円 

マップ印刷代210,000円 

保険料   

消耗品費 5,000 コピー用紙代 

通信運搬費   

委託料   

その他   

合 計 255,000  

 （注意） 

３の差引には１収入額から２支出額を減じた額を記入してください。 

※ １件１０万円を超える支出について

は、領収書の提出が必要です。 



 

港南区地域力アップ補助金交付要綱  

 

制 定 令和３年３月16日 港南政第1580号（区長決裁）  

最近改正 令和６年３月14日 港南政第1711号（区長決裁）  

       

（目的）  

第１条 この要綱は、港南区内の地区連合町内会と地区社会福祉協議会が連携し、地域

の様々な課題解決に向けた自主的な取組や地域の新しい魅力創出の取組の企画・運営、

気軽に参加できる新しい取組への挑戦、これらを広く周知する広報活動を支援する港

南区地域力アップ補助金（以下「補助金」という。）の交付について、必要な事項を

定めるものとする。  

２ 補助金の交付については、横浜市補助金等の交付に関する規則(平成17年11月横浜市

規則第139号。以下｢補助金規則｣という。) に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによる。  

（用語の定義）  

第２条 この要綱における用語の意義は、補助金規則の定めるところによる。  

（補助対象者）  

第３条 港南区内の地区連合町内会又は地区社会福祉協議会 

（補助対象経費）  

第４条 補助の対象となる経費は、地域の課題解決等の取組に必要となる運営・活動に

要する経費のうち、「別表１」に掲げるものとする。  

（補助率及び補助限度額等）  

第５条 補助金額は、前条に規定する補助対象経費と認められる額の10分の９を上限と

し、当該年度の予算の範囲内で港南区長（以下「区長」という。）が決定する。  

（交付申請）  

第６条 申請者は次の号に掲げる書類を、それぞれ区長が定める日までに提出しなけれ

ばならない。 

(1)  港南区地域力アップ補助金交付申請書（第１号様式） 

(2) 事業計画書（第２号様式）  

(3) 収支予算書（第３号様式）  

(4) 申請団体の規約、定款その他これらに類する書類  

(5) 連携する団体一覧（第４号様式）  

（交付決定）  



第７条 区長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容について審査を行

い、港南区地域力アップ補助金交付決定通知書（第５号様式）または港南区地域力ア

ップ補助金不交付決定通知書（第６号様式）により申請者に通知する。 

２ 区長は、必要があると認めたときには、交付決定にあたり、条件を付すことができ

る。  

（事業計画の変更）  

第８条 補助金の交付決定通知を受けた補助対象者は、交付決定通知を受けた後に、事

業計画の申請事項を変更しようとする場合は、速やかに、港南区地域力アップ補助金

事業計画変更申請書（第７号様式）を区長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 区長は前項の変更申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認める場合

は港南区地域力アップ補助金事業計画変更承認通知書（第８号様式）にて通知する。 

（申請の取下げの期日）  

第９条 補助金規則第９条第１項の規定により区長が定める補助金交付申請の取下げ

の期日は、申請者が決定通知書の交付を受けた日の翌日から起算して10日目の日まで

とする。  

（補助金の請求等） 

第10条 補助対象者は、区長が定める日までに港南区地域力アップ補助金交付請求書

（第９号様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の請求を受けて、補助金を交付するものとする。 

（実績報告）  

第11条 補助金規則第14条第１項の規定により補助対象者が区長への報告に用いる書

類は、港南区地域力アップ補助金実績報告書兼精算書（第10号様式）を用いなければ

ならない。  

２ 前項の実績報告書には、次の書類を添付しなければならない。  

(1) 事業報告書（第11号様式）  

(2) 収支決算書（第12号様式）  

(3) 領収書等経費の支出を証する書類の写し（ただし1件\100,000.-未満のものを除

く） 

３ 第１項に定める実績報告書は、当該年度の末日までに提出しなければならない。  

（補助金の確定） 

第 12条 区長は前条の規定による実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、 

適当と認める場合は、補助金規則第 15 条の規定による補助金額確定の通知を港南区

地域力アップ補助金額確定通知書（第 13号様式）により行うものとする。 

（交付決定の取消） 

第 13 条 区長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付



決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(2) 補助金等の他の用途への使用をしたとき。 

(3) 補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 補助金規則第 24条の規定に違反したとき。 

(5) その他法令、条例又はこの規則に基づき市長が行った指示に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により交付決定を取り消すときは、港南区地域力アップ補助金

交付決定取消通知書（第 14号様式）により交付対象者に通知する。 

(補助金の返還) 

第 14 条 区長は、補助金の額が確定した場合において、交付した補助金に余剰金があ

ると認める場合は、港南区地域力アップ補助金返還請求書（第 15号様式）をもって、

補助金を交付した団体に対して余剰金の返還を求めるものとする。 

２ 区長は、前条の規定に基づき取消しをした場合において、補助金の全部若しくは一

部について、港南区地域力アップ補助金返還請求書（第 15号様式）により、その返還

を命ずるものとする。 

（関係書類の保存期間） 

第15条 補助金規則第26条の規定により区長が定める関係書類の保存期間は５年とす

る。  

 (その他) 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、区長が別に

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

(要綱の失効) 

２ この要綱は、令和８年３月 31日限り、その効力を失う。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



【別表１】 第4条 補助対象経費 

 

費目 内容 

謝金 講師・指導者・主演者等補助対象団体構成員以外の者に対する謝金。 

交通費・宿泊費を含み、社会通念上適正な額の範囲内とする。 

食糧費 開催協議等のための会議用茶菓代 

ただし、必要最低限とすること 

使用料 会場および機材等の使用料・賃借料 

印刷費 活動広報用印刷物（チラシ・ポスター） 

事業報告書 

保険料 事業実施にかかる活動保険料 

消耗品費 活動に伴う事務用品等 

原則として対象年度内に使い切るもの 

（商品単価￥100，000未満のもの） 

※ 商品単価とは、付随費用（送料、取付費、設置費等）及び消費税

相当額を含む取得価格とします。 

通信運搬費 活動・周知にかかる郵送代 

委託料 補助対象団体では実施困難な専門業務の委託 

・会場設営 

・研修指導 

・機材運搬 

・調査・研究 等 

その他 区長が特に認めた経費 

 

  



第１号様式（第６条） 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横浜市港南区長 

 

申請者 団 体 名  

所 在 地  

代表者名  

 

 

港南区地域力アップ補助金交付申請書 

 

港南区地域力アップ補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

なお、補助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平

成17年11月30日横浜市規則第139号）及び港南区地域力アップ補助金交付要綱を遵守

します。 

 

１ 補助事業について 

（１） 目的 

□ 地域の課題解決にむけた取組 

□ 地域の新しい魅力づくり 
□ 気軽に参加できる新しい取組 

□ 広報・情報共有 

□ 新たな担い手の発掘 

（２）概要 

    

 

詳細は第２号様式のとおり 

 

２ 交付申請額 

￥       ．－ 

 

３ 添付書類 

(1) 事業計画書（第２号様式） 

(2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) 申請団体の規約、定款その他これらに類する書類 

(4) 連携する団体一覧（第４号様式） 

（注意） 

申請者欄は、代表者氏名記載とし、押印不要。 



第２号様式（第６条） 

 

 

事 業 計 画 書 

 

事業の目的 
※□にチェック下さい。 

（複数選択可） 

□ 地域の課題解決にむけた取組 

□ 地域の新しい魅力づくり 
□ 気軽に参加できる新しい取組 

□ 広報・情報共有 

□ 新たな担い手の発掘 

事業の概要 

 
 

 

実施場所又は地域  

 

活 動 内 容 

 

※ 次年度以降の

展望を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 期 間 令和 年 月 日 から 令和 年 月 日 まで 

 



第３号様式（第６条） 

 

 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入額        円 

２ 支出額        円 

 

３ 内 訳 

(1) 収入 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

港南区地域力アッ

プ補助金 

  

   

合 計   

 

(2) 支出 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

謝金   

食糧費   

使用料   

印刷費   

保険料   

消耗品費   

通信運搬費   

委託料   

その他   

合 計   
 

（注意） 

説明欄には積算、内訳や具体的な内容等を記入してください。 

 



第４号様式（第６条） 

 

連携する団体一覧 

 

 

団  体  名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注意） 

申請にあたっては、連合自治会町内会は地区社会福祉協議会、地区社会福祉協議会は連合自治会町内会との連携が必須

となります。 



第５号様式（第７条第１項） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

団 体 名  

代表者名          様 

横浜市港南区長  □印  

                                                            

港南区地域力アップ補助金交付決定通知書 

 

令和  年  月  日に申請のありました港南区地域力アップ補助金について、

次の条件を付して交付することと決定したので通知します。 

 

１ 交付決定金額 

  ￥           ．－ 

 

２ 支払時期 

港南区地域力アップ補助金交付請求書（第9号様式）により、適正な請求を受け

た日から30日以内に交付します。 

 

３ 交付条件 

(1) この補助金は、申請された地域の課題解決、地域の新しい魅力づくり、気軽に参加できる新

しい取組、広報・情報共有等の事業実施のために使用し、他の事業には流用しないでくださ

い。 

(2) 事業が終わり次第、実績報告書兼精算書及び収支決算書を提出してください。 

(3) 剰余金が生じたときは、速やかに報告、返還してください。 

(4) 虚偽その他不正な手続で補助金の交付を受けたときには、全額又は一部の返還を求めること

があります。 

(5) この補助金の使途について、必要があると認められるときは、調査を行うことがあります。 

(6) 申請した内容を変更しようとするときは、あらかじめ横浜市港南区長（以下「区長」という。）

の承認を受けてください。 

(7) 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ区長の承認を受けてくださ

い。 

(8) 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに、区長に報告し、その指示を受けてください。 

(9) その他、補助金規則及び港南区地域力アップ補助金交付要綱の定めに従ってください。 

 

４ 支払方法 

  

担当 

電話 



第６号様式（第７条第１項） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

 

団 体 名  

代表者名          様 

 

横浜市港南区長  □印  

                         

 

港南区地域力アップ補助金不交付決定通知書 

 

 

令和  年  月  日に申請のありました港南区地域力アップ補助金について

は、交付しないことと決定したので通知します。 

 

不交付の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 

電話 

  



第７号様式（第８条第1項） 

 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横浜市港南区長 

 

申請者 団 体 名  

所 在 地  

代表者名  

 

 

港南区地域力アップ補助金事業計画変更申請書 

 

 

令和  年  月  日港南政第   号をもって交付決定通知のありました港

南区地域力アップ補助金に係る事業計画について、次のとおり変更したいので申請

します。 

 

１ 変更の内容 

変更前 変更後 

  

２ 変更時期 

 

３ 変更の理由 

 

 



第８号様式（第８条第２項） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

 

団 体 名  

代表者名          様 

 

横浜市港南区長  □印  

                         

 

港南区地域力アップ補助金事業計画変更承認通知書 

 

 

令和  年  月  日に申請のありました港南区地域力アップ補助金交付事業

変更等承認申請については、要綱第８条第２項の規定に基づき、承認したので通知

します。 

 

変 更 前 変 更 後 

  

 

 

 

担当 

電話 

  



第９号様式（第10条第1項） 

令和  年  月  日 

横浜市港南区長 

 

請求者 団 体 名  

所 在 地  

代表者名        ㊞ 

   

 

港南区地域力アップ補助金交付請求書 
 

 

令和  年  月  日港南政第   号により交付決定通知のありました港南

区地域力アップ補助金について、次のとおり請求します。 

 

請求金額  

￥         ．－ 

 

（振込先） 
(フリガナ)  

口座名義  

金融機関  

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

 支店 

預金種別 普通 ・ 当座 口座番号  

 

（代表者名と口座名義が異なる場合は、記名・押印してください。） 

 

  港南区地域力アップ補助金を上記口座にお振り込みください。 

 

      代表者氏名             ○印   
 

 



第10号様式（第11条第１項） 

 

令和  年  月  日 

（報告先） 

横浜市港南区長 

 

報告者 団 体 名  

所 在 地  

代表者名         ㊞ 

 

 

港南区地域力アップ補助金実績報告書兼精算書 

 

 

令和  年  月  日港南政第   号をもって補助金の交付決定通知のあり

ました港南区地域力アップ補助金に係る補助事業等について、次のとおり報告しま

す。 

 

１ 補助金の執行実績 

(1) 補助金交付決定額           円 

（受領年月日：令和  年  月  日） 

(2) 補 助 金 執 行 額           円 

(3) 差      額           円 

 

２ 添付書類 

(1) 事業報告書（第11号様式） 

(2) 収支決算書（第12号様式） 

(3) 領収書等経費の支出を証する書類の写し  

  □ 該当あり（補助対象経費で、１件の金額が10万円以上の支出） 

□ 該当なし 

（注意） 

１ １(3)の差額は(1)補助金交付決定額から(2)補助金執行額を減じた額を記入してください。 

２ 領収書等について、1件 10万円未満のものは、添付省略可です。 



第11号様式（第11条第２項） 

 

 

事 業 報 告 書 

 

実 施 期 間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

活 動 内 容 

（補助事業等の成果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第12号様式（第11条第２項） 

 

 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入額         円 

２ 支出額         円 

３ 差 引         円 

４ 内 訳 

(1) 収入 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

港南区 

地域力アップ補助金 

 

  

   

合 計   

 

(2) 支出 （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

謝金   

食糧費   

使用料   

印刷費   

保険料   

消耗品費   

通信運搬費   

委託料   

その他   

合 計   
 

（注意） 

３の差引には１収入額から２支出額を減じた額を記入してください。 



第13号様式（第12条） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

 

団 体 名  

代表者名          様 

 

横浜市港南区長  □印  

 

 

港南区地域力アップ補助金額確定通知書 

 

令和  年  月  日に実績報告のありました港南区地域力アップ補助金につ

いては、次のとおり補助金額を確定したので通知します。 

 

補助金確定額 

￥         ．－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 

電話 
 

 

 



第14号様式（第13条第２項） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

 

団 体 名  

代表者名          様 

 

横浜市港南区長  □印  

 

 

港南区地域力アップ補助金交付決定取消通知書 

 

令和  年  月  日に実績報告のありました港南区地域力アップ補助金につ

いては、次のとおり交付決定を取り消ししたので通知します。 

 

取消補助金確定額 

￥         ．－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 

電話 

  



 
第15号様式（第14条） 

港南政第      号 

令和  年  月  日 

 

 団 体 名 

 代表者名          様 

 

                   横浜市港南区長  □印  

 

 

港南区地域力アップ補助金返還請求書 

 
令和  年  月  日港南政第    号により交付しました港南区地域力ア

ップ補助金について、要綱第14条の規定により返還を請求します。 

 

 

 

１ 補助金返還請求額 

 

  ￥        ．－ 

 

  ＜算出根拠＞ 

    （交付決定額）           （交付確定額）    

  ￥        ．－   ―   ￥        ．－ 

 

 

２ 返還期限 

  同封の納付書で、  年  月  日までに納付してください。 

 

 

 

 

 

 

担当 

電話 
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